
交付申請書（表面） 押印はいりません。間違いなどは二重線で分かるように修正ください。

　フリクション®等消えるインクでの記載不可 【完了日について】

申請者情報を記載ください。

・法人・団体の場合は代表者の肩書及び代表者氏名を記載ください。

・設置又は施工場所(新宿区)と住所(新宿区外)が異なる場合は記載ください。

同じ場合は同住所地にチェックを入れてください。

・Eメールアドレスは任意です。

施工業者などによる代理申請の場合は記載ください。

通知書や請求書を代行者に送ることも可能です。

★「過去に本制度に基づく同一機器の補助を受けていないこと」をご確認ください。

【例】・過去にエネファームに申請し補助を受けた後、数年後機器を入れ替えたため再度エネファームに申請した。⇒申請できません。

・事業者がAビルに対し空調の補助を受けた後、Bビルに別の空調を入れたため申請した。

⇒別物件でも「同一補助を受けている」に該当するため申請できません。

完了日（施工及び支払まで完了した日）をご確認の上、記載ください。

※完了日の考え方について

【完了日】とは、「施工」と「支払」どちらも完了した日。「施工完了日」と「支払完了日」のどちらか遅い方の日付を指します。

施工経費について

施工経費は対象機器等の取り付け作業に直接必要となるもの。道路使用許可申請書作成費用や申請代行費用等は含まれません。

(運搬、撤去、機器処分費用等は含まれます)

また、別工事を同時に行った時の一式経費(例:屋根塗装と壁塗装を同時に行った際の足場代や諸経費)等は案分し経費とします。

【例】屋根塗装経費:10万円、壁塗装経費:20万円、諸経費一式3:万円 (各税抜き)の場合

屋根塗装分の諸経費＝3万×(10万/30万)＝1万 施工経費は10万＋1万＝11万となります。

交付申請額は1,000円未満切り捨てです。

【例】235,400円だった場合 →交付申請額欄には235千円と記載ください。

国や都などの補助金との併用申請可能です。※併用される場合は交付決定通知書等の添付が必要になります。

（国や都等の交付手続きには3か月程度の期間を要する場合があります。申請の際にはお気をつけください。※特に年度末）

また、国や都等の補助金制度との併用により補助金交付額の合計額が補助対象経費の合計額を上回るときは、

補助対象経費を上限に補助金額が減額となります。ご確認ください。

【例】高効率空調（施工経費の50％補助 上限50万）の場合

・施工経費:100万 他の補助金額:30万 →区補助金額は50万となります。

・施工経費:100万 他の補助金額:60万 →区補助金額は40万までとなります。(10万減額)

◆再生可能エネルギー利用による補助上限額の引き上げ

事業所用ＬＥＤ照明及び高効率空調設備に対して、再生可能エネルギー電力を導入している電力会社と契約(再エネ比率は問わない)、又は自ら太

陽光発電システムを導入している、又は環境価値(非化石証書・グリーン電力証書)を調達している(調達量は問わない)申請者に対し下記の通り、補

助上限額の引き上げを行います。※詳細・添付書類等はHP、パンフレット等をご確認ください。

・ＬＥＤ照明 100,000円 ⇒ 引き上げによって 施工経費(税抜)の50%(上限600,000円) になります。

・高効率空調 200,000円 ⇒ 引き上げによって 施工経費(税抜)の50%(上限700,000円) になります。

希望する場合はチェックを入れてください。
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交付申請書（裏面） 対象機器と補助要件をご確認の上、申請書に提出書類・添付書類を添えてご申請ください。

　フリクション®等消えるインクでの記載不可

対象機器と補助要件をご確認の上、申請書に必要書類を添えてご申請ください。

申請の際に確認として、申請者欄にチェックを入れてください。

「不動産の登記簿謄本(建物)」又は「公共料金のお知らせ」について

これには申請者と施工場所(物件・部屋)との関係性（建物が存在している事、またその部分を申請者が所有か利用(占有)をしていること）

を確認する公的な書類として証明する意味で⑴又は⑵を添付していただいています。※管理組合等または賃貸事業所の場合は⑵のみ

⑴発行後３か月以内の不動産(建物)の登記簿謄本(現在事項証明書、又は履歴事項証明書)の写し

⑵発行後３か月以内の公共料金の｢お知らせ｣等の写し

※申請者の住所・名称及び使用場所、発行者名の記載があること

※集合住宅の場合は共用部分、事業所の場合は設置部分に係るものであることがわかること

※公共料金の払いを申請者でない者(管理会社や建物所有者等)が行っている場合は経緯のわかる資料(委託契約書等)の写しも添付

各申請書類を確認の上、申請者欄にチェックを入れてください。

国・都・その他補助金を併用の上、新宿区補助金へ申請する場合は、補助金額確認のため、決定通知書などその内容及び

補助金額が確定していることがわかるものの提出が必要です。

※その他の補助金側の決定通知書の発行には数か月の時間を要する場合があります。年度末などの申請になると申請期間

に間に合わない可能性もありますのでご注意ください。

再生可能エネルギー利用による補助上限額の引き上げをご利用される場合は必要書類を添付の上ご申請ください。

申請の際に確認として、申請者欄にチェックを入れてください。

住所確認書類(住民登録地確認書類)

・マイナンバーカードは表面の住所の記載のある面のみ(裏面のマイナンバー番号の部分は必要ありません。）

・免許証は住所変更がないかどうかの確認のために裏面も必要になります。

・その他住民票や現住所が印字されている区発行の公的な証明書(健康保険証等)

※公共料金のおしらせは住所確認書類にはなりませんのでご注意ください。

法人事業税・個人事業税 納税証明書

都税事務所でお取りください。※法人税ではありませんのでご注意ください。

個人事業税が非課税の場合は確定申告の写しを提出ください。
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施工完了証明書（表面） 押印はいりません。間違いなどは二重線で分かるように修正ください。

　フリクション®等消えるインクでの記載不可

原則、施工業者が記載ください。

施工を依頼した方(補助金申請者)についてを記載ください。

法人・団体の場合は法人・団体名、肩書も記載ください。

施工した機器について、チェックをいれてください。

施工が完了した日付けを記載ください。

出荷証明書には、事業者名・現場名、出荷日、品名の記載が必要です。

確認の上、をご用意ください。

施工業者内容を記載ください。

代表者に肩書がある場合は記載ください。

※施工業者が元請業者(領収書･見積書業者)と異なる場合は、

別途業務発注していることがわかる資料も添付してください。

ご確認の上、裏面も記載ください。
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施工完了証明書（裏面）

　フリクション®等消えるインクでの記載不可

LED照明機器の変更前と変更後のワット数と本数を記載ください。

・見積書やパンフレット等に書いてある型番と間違いがない様記載ください。

・要件として変更前より消費電力が同等以下となっている事が必要になります。

通し番号は見積書の機器の順番に合わせて記載ください。

変更前と変更後の機器内容について記載ください。

要件として変更によりAPF(年間エネルギー消費効率)が同等以上となっている事が必要になります。

・冷房能力、APFについて

数値はパンフレット等や中小企業向け省エネ促進税対策機器HPでご確認ください。

※交換前の機器の製造年月が2006年10月以前のものだとAPFが設定されていない場合があります。

その場合は「不明」とご記載ください。

消費電力(W)/台×本数の合計の消費電力を記載ください。

台数が多く１枚で書ききれない場合は複数枚作成ください。
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出荷証明書 ガラス出荷業者に必要事項を記載してもらってください。

　フリクション®等消えるインクでの記載不可

※出荷証明書の書式は特に指定いたしませんが、

事業者名、現場名、出荷日、品名の記載が含めたものであること。

施工業者になります。

工事請負業者への販売業者名（商流上の直前店）、住所、責任者、電話番号を記入してください。

※社印を押印する場合は、と電話番号の記入は不要です。

・見積明細書と照合できるように記載してください。

物件名（現場名）は補助金申請者名になります。

物件住所（納入場所）は施工場所になります。
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所有権者同意書 押印はいりません。間違いなどは二重線で分かるように修正ください。

　フリクション®等消えるインクでの記載不可

原則、所有権者が記載ください。

なお、記載日は施工完了日前でお願いします。

補助金申請者について

申請者名（法人・団体の場合は代表者肩書も）および施工場所を記載ください。

※申請者名、設置又は施工場所は交付申請書と同一でお願いします。

所有権者について記載ください。

※法人の場合は代表者肩書、氏名を記載ください。

該当する機器に「○」を記載ください。
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交付請求書 交付請求書は交付決定通知書と共にお送りします。

　フリクション®等消えるインクでの記載不可

※印鑑が必要になります。所定の位置に押印・捨印をお願いします。

押印は二か所にお願いします。

印鑑はスタンプ印等のインキ浸透印は不可です。

また法人・団体の場合は肩書代表印を押してください。

【例】肩書 代表取締役、理事長 ・・・ 代表取締役印、理事長印

※代表者肩書の印を作成していない場合は氏名印でも可

※社印は不可となります。

【例】管理組合印、会社印 ・・・・ 不可

振込できるのは申請者本人の口座になります。

（会社口座、管理組合口座は含みます）

ゆうちょ銀行について

記号(５桁)と番号(８桁)を

支店コード(３桁)と口座番号(７桁)に変換の上、記載ください。

口座名義人について

漢字とフリガナで記載内容が違う場合があります。よく確認の上、記載ください。

金額は印字されたものが送られます。

日付は空欄でお願いします。

該当に○をしてください。

※対象外のものを二重線で消す必要はありません。

金融機関コード、支店コードを記載ください。
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